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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等 

 （注）１．売上高には消費税等は含まれておりません。 

２．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益については、潜在株式がないため記載しておりません。 

回次 第47期中 第48期中 第49期中 第47期 第48期 

会計期間 

自平成15年 
４月１日 
至平成15年 
９月30日 

自平成16年 
４月１日 
至平成16年 
９月30日 

自平成17年 
４月１日 
至平成17年 
９月30日 

自平成15年 
４月１日 
至平成16年 
３月31日 

自平成16年 
４月１日 
至平成17年 
３月31日 

売上高（百万円） 15,000 14,521 14,251 30,402 28,608 

経常利益（百万円） 652 872 200 1,707 811 

中間（当期）純利益又は中間（当

期）純損失（－）（百万円） 
386 232 -245 590 -241 

純資産額（百万円） 26,039 25,898 25,235 25,853 25,488 

総資産額（百万円） 36,919 36,564 37,194 37,206 36,371 

１株当たり純資産額（円） 1,340.53 1,334.02 1,300.49 1,330.74 1,313.26 

１株当たり中間（当期）純利益又

は中間（当期）純損失（－）

（円） 

19.88 11.96 -12.66 29.72 -12.45 

潜在株式調整後１株当たり中間

（当期）純利益（円） 
― ― ― ― ― 

自己資本比率（％） 70.53 70.83 67.85 69.49 70.08 

営業活動によるキャッシュ・ 

フロー（百万円） 
2,631 948 1,030 3,481 1,986 

投資活動によるキャッシュ・ 

フロー（百万円） 
-1,367 -1,022 -1,098 -1,881 -2,178 

財務活動によるキャッシュ・ 

フロー（百万円） 
-542 81 1,433 -1,035 -116 

現金及び現金同等物の中間期末

（期末）残高（百万円） 
7,418 7,158 8,286 7,109 6,849 

従業員数(人) 4,944 4,905 4,802 5,016 4,811 



(2）提出会社の経営指標等 

 （注）１．売上高には消費税等は含まれておりません。 

２．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益については、潜在株式がないため記載しておりません。 

回次 第47期中 第48期中 第49期中 第47期 第48期 

会計期間 

自平成15年 
４月１日 
至平成15年 
９月30日 

自平成16年 
４月１日 
至平成16年 
９月30日 

自平成17年 
４月１日 
至平成17年 
９月30日 

自平成15年 
４月１日 
至平成16年 
３月31日 

自平成16年 
４月１日 
至平成17年 
３月31日 

売上高（百万円） 14,451 14,082 13,666 29,406 27,687 

経常利益又は経常損失（百万円） 49 207 -120 930 251 

中間（当期）純利益又は中間（当

期）純損失（－）（百万円） 
-35 -178 -428 162 -467 

資本金（百万円） 

（発行済株式総数）（千株） 

5,387 

(19,448)

5,387 

(19,448)

5,387 

(19,448)

5,387 

(19,448)

5,387 

(19,448)

純資産額（百万円） 22,311 22,018 21,155 22,392 21,656 

総資産額（百万円） 31,743 30,122 30,317 31,700 29,815 

１株当たり純資産額（円） 1,148.63 1,134.17 1,090.26 1,152.58 1,115.85 

１株当たり中間（当期）純利益 

又は中間（当期）純損失（－）

（円） 

-1.83 -9.19 -22.05 7.75 -24.09 

潜在株式調整後１株当たり中間

（当期）純利益（円） 
― ― ― ― ― 

１株当たり中間（年間）配当額

（円） 
7.50 7.50 0.00 15.0 15.0 

自己資本比率（％） 70.29 73.10 69.78 70.64 72.64 

従業員数（人） 1,188 1,119 1,018 1,147 1,037 



２【事業の内容】 

 当中間連結会計期間において、当社グループ（当社および当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変

更はありません。  

３【関係会社の状況】 

 当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。  

４【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

 事業の種類別セグメントを記載していないため事業部門別の従業員数を示すと次のとおりであります。 

 （注） 従業員数は就業人員数であります。 

(2）提出会社の状況 

 （注） 従業員数は就業人員数であります。 

(3）労働組合の状況 

 該当事項はありません。 

  平成17年９月30日現在

事業部門の名称 従業員数［人］ 

人工透析関連 2,990 

血液関連 657 

循環器関連 45 

輸液他関連 865 

管理部門（本社） 245 

合計 4,802 

  平成17年９月30日現在

従業員数［人］ 1,018 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

 当医療業界においては、本年４月から改正薬事法が施行され、企業の医療事故防止対策など安全な医療への取組

みが強化されました。また、国公立病院の独立行政法人化により、経営の効率化が一段と進むなど、医療制度改革

は進められております。 

 このような状況の中で、当社グループは、生産性の向上、企業体質の強化を基本方針に、コスト低減、高品質化

に取り組んでまいりました。国内外すべての生産部門において生産構造強化プロジェクトを継続し、生産工程改善

等による原価低減に努めてまいりました。さらに、特別プロジェクトを立ち上げ、タイ国子会社における血液回

路・ＡＶＦ針の品質向上・生産性向上に注力してまいりました。 

 しかしながら、国内外における企業間競争の激化による市場価格下落の影響が大きく、厳しい状況で推移いたし

ました。 

 当中間連結会計期間における売上高、営業利益、経常利益および中間損益は、以下のとおりであります。 

① 売上高 

 国内では、主に人工透析関連部門が市場競争激化による影響を受け、国内売上高は101億60百万円（前年同期

比3.5％減）となりました。 

 一方、海外売上高は40億91百万円（同2.5％増）となりました。 

 この結果、売上高は142億51百万円（同1.9％減）となりました。 

② 営業利益・経常利益 

 販売価格の下落による減収に加え、原油価格の高騰による原材料費の上昇などによる影響とともに、品質の安

定・向上のための対策費用、物流コストの上昇などにより、営業利益は57百万円（同90.7％減）、経常利益は２

億円（同77.0％減）となりました。 

③ 中間損益 

 役員退職慰労金等の支給にともなう特別損失の計上ならびに税効果会計の影響による法人税等調整額の増加に

より、中間損益は２億45百万円の純損失（前年同期は２億32百万円の純利益）となりました。 

事業部門別売上高の概況は、次のとおりであります。 

① 人工透析関連部門 

 国内では、価格低下や熾烈な販売競争などの影響により、ダイアライザー・血液回路の売上高は前年同期に比

べ減少いたしました。 

 海外では、北米向けＡＶＦ針の販売が回復基調となり、売上高は前年同期に比べ増加いたしました。 

 この結果、当部門の売上高は79億１百万円（前年同期比4.1％減）となりました。 

② 血液関連部門 

 国内では、血液バッグおよび成分採血キットが順調に推移したものの、白血球除去血小板製剤の普及にともな

い、病院向け白血球除去フィルター付き輸血セットの需要が減少したことにより、売上高は前年同期に比べ減少

いたしました。 

 海外では、欧州向け血液バッグが厳しい価格競争の影響を受け、売上高は前年同期に比べ減少いたしました。

 この結果、当部門の売上高は33億25百万円（同6.7％減）となりました。 



③ 循環器関連部門 

 心筋梗塞などを診断・治療する心臓血管カテーテルおよび開心手術に用いられる人工心肺用回路は、販売競争

の激化により伸び悩みましたが、血圧モニタリングキットは引き続き大学病院向けの販売が拡大し、売上高は前

年同期に比べ増加いたしました。 

 この結果、当部門の売上高は６億14百万円（同0.4％増）となりました。 

④ 輸液他関連部門 

 生理食塩液は、好調な1.3Ｌ入りに加えて、1.5Ｌ入り新製品の販売拡大により販売数量・売上高ともに大幅に

増加いたしました。また、北米向け輸液セットも前年同期を上回りました。 

 この結果、当部門の売上高は24億９百万円（同14.5％増）となりました。 

所在地別セグメントの業績は、次のとおりであります。 

① 日本 

 輸液関連部門の生理食塩液は大容量タイプの製品売上が増加いたしましたが、人工透析関連部門の国内向けダ

イアライザーが価格低下や熾烈な販売競争による影響を受けるとともに、血液関連部門の病院向け白血球除去フ

ィルター付き輸血セットが需要減少による影響を受けました。この結果、売上高は137億11百万円（前年同期比

2.9％減）、営業損益は、売上総利益の減少と販売費の増加等により３億67百万円の損失（前年同期は１億35百

万円の損失）となりました。 

② 米州 

 米国での輸液関連製品の売上が順調に推移し、売上高は７億７百万円（前年同期比9.7％増）、営業利益は27

百万円（同6.6％増）となりました。 

③ 東南アジア 

 北米向けＡＶＦ針の販売が回復基調となりましたが、日本向け血液回路の価格低下や熾烈な販売競争により、

売上高は47億84百万円（同2.6％減）、営業利益は原油高の影響もあり２億９百万円（同61.1％減）となりまし

た。 

(2）キャッシュ・フロー 

 当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

① 営業活動によるキャッシュ・フロー 

 営業活動により得られたキャッシュ・フローは、10億30百万円（前年同期比82百万円増）となりました。主な

増加要因は、仕入債務の増加、売上債権およびたな卸資産の減少等によるものであります。 

② 投資活動によるキャッシュ・フロー 

 投資活動により支出したキャッシュ・フローは、10億98百万円（同76百万円増）となりました。主な増加要因

は、来期竣工予定の佐伯新工場建設にともなう有形固定資産の取得によるものであります。 

③ 財務活動によるキャッシュ・フロー 

 財務活動により得られたキャッシュ・フローは14億33百万円（同13億51百万円増）となりました。主な増加要

因は、長期借入による収入によるものであります。 

 この結果、現金及び現金同等物の当中間連結会計年度末残高は82億86百万円となり、前連結会計年度末に比べ14

億36百万円増加いたしました。 



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

 事業の種類別セグメントを記載していないため、当中間連結会計期間の生産実績を事業部門ごとに示すと、次の

とおりであります。 

 （注）１．金額は販売価格によっております。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

(2）商品仕入実績 

 事業の種類別セグメントを記載していないため、当中間連結会計期間の商品仕入実績を事業部門ごとに示すと、

次のとおりであります。 

 （注）１．金額は実際仕入価格で算出しております。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

(3）製品仕入実績 

 事業の種類別セグメントを記載していないため、当中間連結会計期間の製品仕入実績を事業部門ごとに示すと、

次のとおりであります。 

 （注）１．金額は実際仕入価格で算出しております。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

３．上記以外の事業部門で製品仕入実績はありません。 

事業部門の名称 金額（百万円） 前年同期比（％） 

人工透析関連 6,390 91.0 

血液関連 3,188 98.5 

循環器関連 611 102.1 

輸液他関連 1,718 103.5 

合計 11,908 95.1 

事業部門の名称 金額（百万円） 前年同期比（％） 

人工透析関連 74 64.1 

血液関連 65 102.2 

循環器関連 17 28.4 

輸液他関連 343 81.0 

合計 501 75.1 

事業部門の名称 金額（百万円） 前年同期比（％） 

血液関連 536 85.5 

合計 536 85.5 



(4）受注状況 

 当社および生産子会社（連結子会社）は見込み生産を行っているため、該当事項はありません。 

(5）販売実績 

 事業の種類別セグメントを記載していないため、当中間連結会計期間の販売実績を事業部門ごとに示すと、次の

とおりであります。 

 （注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２．前中間連結会計期間及び当中間連結会計期間の主な相手先別の販売実績および当該販売実績の総販売実績に

対する割合は次のとおりであります。 

３【対処すべき課題】 

 当中間連結会計期間において、当社グループ（当社および当社の関係会社）が対処すべき課題について、重要な変

更はありません。 

４【経営上の重要な契約等】 

 当中間連結会計期間において、経営上の重要な契約の締結および契約の終了はありません。 

事業部門の名称 金額（百万円） 前年同期比（％） 

人工透析関連 7,901 95.9 

血液関連 3,325 93.3 

循環器関連 614 100.4 

輸液他関連 2,409 114.5 

合計 14,251 98.1 

相手先 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

金額（百万円） 割合（％） 金額（百万円） 割合（％） 

メディシステムコーポレーショ

ン（米国） 
1,590 11.0 1,585 11.1 



５【研究開発活動】 

当社グループの研究開発は、医療機器・医薬品の安全性と機能性の向上を基本に、現行製品の改良・高機能化か

ら先端医療に関連した新規製品の開発まで、医療ニーズに応じた製品の研究開発に注力しております。 

当中間連結会計期間末における研究開発スタッフは52名、当中間連結会計期間におけるグループ全体の研究開発

費の総額は333百万円であり、これには各事業部門に配賦できない基礎研究費用113百万円を含んでおります。 

当中間連結会計期間における部門別の研究成果および研究開発費は次のとおりであります。 

（人工透析関連部門） 

生体適合性に優れた高機能型のエバール膜ダイアライザーおよび透析性能や操作性に優れたセルローストリアセ

テート膜ダイアライザーを開発し、生産販売を開始いたしました。 

また、廃棄時の環境への影響が少なく、患者さんの健康に配慮した素材の血液回路、ダイアライザーの開発を進

めております。 

さらに、透析患者さんのブラッドアクセスの狭窄や閉塞などのトラブルに対する修復術として、従来の外科的シ

ャント修復術に比較して侵襲性の少ないＰＴＡカテーテル製品群を開発・販売しており、平成17年度中に品揃えを

充実させてまいります。 

当事業部門における研究開発費は107百万円であります。 

（血液関連部門） 

高性能で安全性に配慮した素材からなる血液関連バッグの開発、および針刺し事故防止をはじめとする、患者さ

んや医療従事者への感染防止機能付き医療機器の開発・製品化も進めており、順次上市してまいります。 

また、平成18年度にわが国で導入予定の保存前白血球除去に対応するため、最先端の生産技術を駆使した白血球

除去フィルター付き血液バッグの新工場を建設し、販売準備を進めてまいります。 

当事業部門における研究開発費は26百万円であります。 

（循環器関連部門） 

心臓の冠状動脈に詰まった血栓を吸引除去する血栓吸引カテーテルを開発し、生産販売を開始するなど、心臓血

管や大動脈の治療・診断に用いられる各種カテーテルやステントの開発を進めております。 

また、心臓手術に用いられる人工心肺事業の拡大を目指し、製品の開発およびモデルチェンジを図っており、安

全性・操作性・機能性を向上させた新しいデザインの心筋保護液供給デバイスや、患者さんの安全に配慮した素材

からなる人工心肺用回路などの開発により、多様化する医療ニーズに対応してまいります。 

当事業部門における研究開発費は72百万円であります。 

（輸液他関連部門） 

患者さんの安全性や環境に配慮した素材からなる輸液セットを開発・販売するとともに、医療感染事故を予防す

る製品として、使用後に注射針を格納する安全機能付き製品群を開発・販売しており、さらに高まる安全ニーズに

対応する製品開発・改良に努めております。 

また、生体適合性の高い再生医療材料やフィルター技術をベースにした新しい医療機器開発などを進めておりま

す。 

当事業部門における研究開発費は13百万円であります。 



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

 当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。  

２【設備の新設、除却等の計画】 

 当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に計画した重要な設備の新設、除却等について、重要な変更はあ

りません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありません。  



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

 （注） 株式の消却が行なわれた場合には、これに相当する株式数を減ずる旨定款に定めております。 

②【発行済株式】 

(2）【新株予約権等の状況】 

 該当事項はありません。 

(3）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

種類 会社が発行する株式の総数（株） 

普通株式 34,000,000 

計 34,000,000 

種類 
中間会計期間末現在発行
数（株） 
（平成17年９月30日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成17年12月20日） 

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 19,448,003 19,448,003 
東京証券取引所市場第二

部 
― 

計 19,448,003 19,448,003 ― ― 

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（百万円） 

資本金残高
（百万円） 

資本準備金増
減額 
（百万円） 

資本準備金残
高（百万円） 

  

平成17年４月１日 

～ 

平成17年９月30日 

  

― 19,448,003 ― 5,387 ― 5,207 



(4）【大株主の状況】 

（注）１．トゥイーディー ブラウン カンパニー ＬＬＣ社から、平成16年１月13日付の大量保有報告書の変更報告書

の写しの送付があり、同日現在で2,283千株を保有している旨の報告を受けておりますが、当社として当中間

会計期間末時点における実質所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状況には含めておりません。

なお、トゥイーディー ブラウン カンパニー ＬＬＣ社の大量保有報告書の変更報告書の内容は次のとおり

であります。 

        大量保有者    トゥイーディー ブラウン カンパニー ＬＬＣ社 

       住所       350 パークアベニュー ニューヨーク ニューヨーク 10022 米国 

       保有株券等の数  株式2,283千株 

       株券等保有割合  11.74％ 

   

   ２．三井住友アセットマネジメント株式会社から、平成17年８月12日付の大量保有報告書の写しの送付があり、同

日現在で983千株を保有している旨の報告を受けておりますが、当社として当中間会計期間末時点における実

質所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状況には含めておりません。 

     なお、三井住友アセットマネジメント株式会社の大量保有報告書の内容は次のとおりであります。  

  平成17年９月30日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

株式会社クラレ 大阪府大阪市北区梅田一丁目12番39号 1,961 10.08 

メロン バンク トリーテイ

ー クライアンツ オムニバ

ス 

（常任代理人 香港上海銀行

東京支店） 

ワン ボストン プレイス ボストン マ

サチューセッツ 02108 米国 

（東京都中央区日本橋三丁目11番１号）  

1,600 8.23 

川野 巧 神奈川県横浜市瀬谷区橋戸三丁目32番４号 1,100 5.66 

日本トラステイ・サービス信

託銀行株式会社（信託口）  
東京都中央区晴海一丁目８番11号  977 5.02 

    

日興シテイグループ証券株式

会社 

東京都港区赤坂五丁目２番20号 

赤坂パークビルヂング 
769 3.95 

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内一丁目６番６号 744 3.83 

三井化学株式会社 東京都港区東新橋一丁目５番２号 728 3.74 

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区有楽町一丁目１番２号 725 3.73 

第一生命保険相互会社 

東京都中央区晴海一丁目８番12号 

晴海アイランドトリトンスクエアオフイス

タワーＺ棟 

617 3.17 

株式会社みずほ銀行 

東京都中央区晴海一丁目８番12号 

晴海アイランドトリトンスクエアオフイス

タワーＺ棟 

517 2.66 

計 － 9,740 50.08 

大量保有者 

住所 

保有株券等の数 

株券等保有割合 

三井住友アセットマネジメント株式会社 

東京都港区愛宕二丁目５番１号 愛宕グリーンヒルズＭＯＲＩタワー28階 

株式983千株 

5.05％ 



(5）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注）１．「完全議決権株式（自己株式等）」欄は、全て当社保有の自己株式であります。 

２．「完全議決権株式（その他）」欄には、証券保管振替機構名義の株式が1,000株含まれております。また、

「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数１個が含まれております。 

②【自己株式等】 

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

  （注） 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第二部におけるものであります。 

  平成17年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式（自己株式等） ― ― ― 

議決権制限株式（その他） ― ― ― 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式    43,000 ― ― 

完全議決権株式（その他） 普通株式19,198,000 19,198 ― 

単元未満株式 普通株式   207,003 ― 
１単元（1,000株）

未満の株式 

発行済株式総数 19,448,003 ― ― 

総株主の議決権 ― 19,198 ― 

  平成17年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合 

（％） 

川澄化学工業株式会社 
東京都品川区南大井

三丁目28番15号 
43,000 ― 43,000 0.22 

計 ― 43,000 ― 43,000 0.22 

月別 平成17年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高（円） 790 779 837 820 820 825 

最低（円） 743 726 750 790 760 750 



３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までの役員の異動はありません。 



第５【経理の状況】 

１．中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1）当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省令

第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 ただし、前中間連結会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）については、「財務諸表等の用

語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第３

項のただし書きにより、改正前の中間連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

(2）当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38

号。以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 ただし、前中間会計期間（平成19年４月１日から平成16年９月30日まで）については、「財務諸表等の用語、様

式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第３項のた

だし書きにより、改正前の中間財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日

まで）および当中間連結会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）の中間連結財務諸表ならびに前中

間会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）および当中間会計期間（平成17年４月１日から平成17年

９月30日まで）の中間財務諸表について、監査法人トーマツにより中間監査を受けております。 



１【中間連結財務諸表等】 

(1）【中間連結財務諸表】 

①【中間連結貸借対照表】 

  
前中間連結会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ 流動資産           

１．現金及び預金   7,754   9,201   7,932  

２．受取手形及び売掛
金   8,425   8,034   8,100  

３．たな卸資産   6,455   5,521   5,943  

４．繰延税金資産   263   219   224  

５．その他   855   798   930  

６．貸倒引当金   -2   -1   -2  

流動資産合計   23,751 65.0  23,772 63.9  23,129 63.6 

Ⅱ 固定資産           

１. 有形固定資産 ※１          

(1) 建物及び構築物  3,865   4,280   3,746   

(2) 機械装置及び運
搬具  2,922   3,902   3,049   

(3) 土地  1,154   1,164   1,162   

(4) その他  2,466 10,409 (28.5) 1,687 11,034 (29.7) 2,883 10,842 (29.8)

２.無形固定資産   117 (0.3) 137 (0.4) 112 (0.3)

３.投資その他の資産           

(1) 投資有価証券  1,180   1,448   1,240   

(2) 繰延税金資産  770   485   713   

(3) その他  485   411   453   

(4) 貸倒引当金  -152 2,285 (6.2) -94 2,250 (6.0) -121 2,287 (6.3)

固定資産合計   12,812 35.0  13,422 36.1  13,242 36.4 

資産合計   36,564 100.0  37,194 100.0  36,371 100.0 

           
 



  
前中間連結会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（負債の部）           

Ⅰ 流動負債           

１．支払手形及び買掛
金   2,565   2,632   2,512  

２．短期借入金   160   165   163  

３．１年以内返済予定
の長期借入金   600   800   600  

４．未払法人税等   129   83   93  

５．その他   1,849   2,147   2,131  

流動負債合計   5,305 14.5  5,828 15.7  5,501 15.1 

Ⅱ 固定負債           

１．長期借入金   1,297   2,590   1,090  

２．退職給付引当金   1,410   1,357   1,372  

３．役員退職慰労引当
金   497   75   512  

４．その他   1,015   914   1,255  

固定負債合計   4,220 11.6  4,938 13.3  4,231 11.7 

負債合計   9,525 26.1  10,766 29.0  9,733 26.8 

           

（少数株主持分）           

少数株主持分   1,140 3.1  1,193 3.2  1,149 3.1 

           

（資本の部）           

Ⅰ 資本金   5,387 14.7  5,387 14.5  5,387 14.8 

Ⅱ 資本剰余金   5,207 14.2  5,207 14.0  5,207 14.3 

Ⅲ 利益剰余金   17,649 48.3  16,638 44.7  17,029 46.8 

Ⅳ その他有価証券評価
差額金   25 0.1  177 0.5  102 0.3 

Ⅴ 為替換算調整勘定   -2,342 -6.4  -2,140 -5.8  -2,206 -6.0 

Ⅵ 自己株式   -27 -0.1  -35 -0.1  -32 -0.1 

資本合計   25,898 70.8  25,235 67.8  25,488 70.1 

負債、少数株主持分
及び資本合計   36,564 100.0  37,194 100.0  36,371 100.0 

           



②【中間連結損益計算書】 

  
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高   14,521 100.0  14,251 100.0  28,608 100.0 

Ⅱ 売上原価   10,554 72.7  10,662 74.8  21,242 74.3 

売上総利益   3,967 27.3  3,588 25.2  7,365 25.7 

Ⅲ 販売費及び一般管理
費 

※１  3,353 23.1  3,531 24.8  6,740 23.5 

営業利益   613 4.2  57 0.4  625 2.2 

Ⅳ 営業外収益           

１．受取利息  5   8   12   

２．持分法による投資
利益  53   33   ―   

３．為替差益  150   92   108   

４．その他  77 286 2.0 103 238 1.7 168 289 1.0

Ⅴ 営業外費用           

１．支払利息  18   32   49   

２．手形売却損  1   2   3   

３．損害補償費  ―   24   ―   

４．支払手数料  ―   22   ―   

５．その他   8 28 0.2 13 95 0.7 49 103 0.4 

経常利益   872 6.0  200 1.4  811 2.8 

Ⅵ 特別利益           

１．固定資産売却益 ※２ 0   3   0   

２．貸倒引当金戻入益   9   15   13   

３．台風関連保険金収
入 

  ― 9 0.1 ― 19 0.1 276 289 1.0

Ⅶ 特別損失           

１．役員退職慰労金   ―   108   ―   

２．固定資産除売却損 ※３ 18   7   134   

３．ゴルフ会員権評価
損  ―   0   ―   

４．早期退職関連費用  157   ―   158   

５．クレーム処理関連
損失  145   ―   262   

６．台風関連損失  ―   ―   289   

７．投資有価証券評価
損  ― 321 2.2 ― 115 0.8 1 846 2.9 

税金等調整前中間
（当期）純利益   560 3.9  103 0.7  254 0.9 

法人税、住民税及
び事業税  167   129   266   

法人税等調整額  84 252 1.8 182 311 2.2 129 396 1.4 

少数株主利益   76 0.5  37 0.2  99 0.3 

中間純利益又は中
間（当期）純損失
（－） 

  232 1.6  -245 -1.7  -241 -0.8 

           



③【中間連結剰余金計算書】 

  
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日）

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日）

前連結会計年度の 
連結剰余金計算書 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日）

区分 
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

（資本剰余金の部）        

Ⅰ 資本剰余金期首残高   5,207  5,207  5,207

Ⅱ 資本剰余金中間期末
（期末）残高 

  5,207  5,207  5,207 

        

（利益剰余金の部）        

Ⅰ 利益剰余金期首残高   17,576  17,029  17,576

Ⅱ 利益剰余金増加高        

中間純利益  232 232 ― ― ― ― 

Ⅲ 利益剰余金減少高        

１．配当金  145  145  291  

２．役員賞与  13 ― 13 

３．中間（当期）純損失  ― 159 245 391 241 546

Ⅳ 利益剰余金中間期末
（期末）残高 

  17,649  16,638  17,029 

        



④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

  
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日）

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日）

前連結会計年度の要約連
結キャッシュ・フロー計
算書 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日）

区分 
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

    

税金等調整前中間
（当期）純利益 

 560 103 254 

減価償却費  719 750 1,486 

クレーム処理関連損
失  

 145 ― 262 

早期退職関連費用  157 ― 158 

台風関連保険金収入  ― ― -276 

台風関連損失   ― ― 289 

貸倒引当金の増減額
（減少：－） 

 -8 -26 -39 

退職給付引当金の増
減額（減少：－） 

 -3 -15 -41 

役員退職慰労引当金
の増減額（減少：
－） 

 -55 -436 -40 

受取利息及び受取配
当金 

 -10 -14 -19 

支払利息  18 32 49 

為替差損益（益：
－） 

 -37 -43 -18 

持分法による投資利
益（損失：＋） 

 -53 -33 9 

有形固定資産売却益  -0 -3 -0 

有形固定資産除売却
損 

 18 7 109 

投資有価証券評価損  ― ― 1 

ゴルフ会員権評価損   ― 0 ― 

売上債権の増減額
（増加：－） 

 513 83 849 

たな卸資産の増減額
（増加：－） 

 61 439 366 

その他の資産の増減
額（増加：－） 

 73 124 -13 

仕入債務の増減額
（減少：－） 

 -712 100 -786 

その他の負債の増減
額（減少：－） 

 -321 88 -121 

役員賞与の支払額  -13 ― -13 

その他  -0 ― ― 

小計  1,050 1,154 2,466 

 



  
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日）

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日）

前連結会計年度の要約連
結キャッシュ・フロー計
算書 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日）

区分 
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

利息及び配当金の受
取額 

 72 14 83 

利息の支払額  -18 -28 -49 

法人税等の支払額  -144 -119 -305 

法人税等の還付額   153 10 153 

クレーム処理関連損
失に伴う支払額   

 -164 ― -442 

早期退職優遇制度実
施に伴う支払額  

 ― ― -158 

台風関連損失に伴う
保険金受取額  

 ― ― 276 

台風関連損失に伴う
支出額  

 ― ― -37 

営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

 948 1,030 1,986 

Ⅱ 投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

    

定期預金の預入によ
る支出 

 -378 -417 -1,595 

定期預金の払戻によ
る収入 

 369 585 1,109 

有価証券の取得によ
る支出 

 -3 ― -3 

有価証券の償還によ
る収入 

 13 3 44 

投資有価証券の取得
による支出 

 ― -50 ― 

有形固定資産の取得
による支出 

 -748 -1,245 -1,502 

有形固定資産の売却
による収入 

 0 12 0 

無形固定資産の取得
による支出 

 -34 -29 -38 

差入保証金の増加額   -343 ― -307 

保険積立金の返戻に
よる収入  

 101 ― 101 

その他固定資産の増
減額（増加：－） 

 1 41 13 

投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

 -1,022 -1,098 -2,178 

 



  
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日）

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日）

前連結会計年度の要約連
結キャッシュ・フロー計
算書 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日）

区分 
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅲ 財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

    

長期借入による収入  7 2,000 101 

長期借入金の返済に
よる支出 

 -300 -300 -600 

自己株式の取得によ
る支出 

 -2 -3 -7 

配当金の支払額  -145 -145 -291 

少数株主への配当金
の支払額 

 -2 -2 -44 

リースバック取引に
よる有形固定資産売
却収入 

 572 ― 866 

ファイナンス・リー
ス債務の返済による
支出  

 -46 -115 -142 

財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

 81 1,433 -116 

Ⅳ 現金及び現金同等物に
係る換算差額 

 41 70 49 

Ⅴ 現金及び現金同等物の
増減額（減少：－） 

 49 1,436 -259 

Ⅵ 現金及び現金同等物の
期首残高 

 7,109 6,849 7,109 

Ⅶ 現金及び現金同等物の
中間期末（期末）残高 

※１ 7,158 8,286 6,849 

     



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１．連結の範囲に関する事項 (1）連結子会社の数   ４社 (1）連結子会社の数   同左 (1）連結子会社の数   同左 

 (2）連結子会社名 

カワスミラボラトリーズ 

タイランド（タイ） 

カワスミラボラトリーズアメ

リカ（米国） 

株式会社カワスミバイオサイ

エンス 

ナムシントレーディング（タ

イ） 

(2）連結子会社名 

同左 

(2）連結子会社名 

同左 

 (3）非連結子会社の名称等 

カワスミラボラトリーズヨー

ロッパ（ドイツ） 

(3）非連結子会社の名称等 

カワスミラボラトリーズヨ 

ロッパ（ドイツ） 

(3）非連結子会社の名称等 

カワスミラボラトリーズヨー

ロッパ（ドイツ） 

 （連結の範囲から除いた理

由） 

カワスミラボラトリーズヨー

ロッパ（ドイツ）は平成14年

３月末もって事業活動を停止

したまま休眠状態が続いてお

り、同社の総資産、売上高、

中間純損益（持分に見合う

額）および利益剰余金（持分

に見合う額）等は、いずれも

中間連結財務諸表に重要な影

響を及ぼしていないため連結

の範囲から除外しておりま

す。 

 （連結の範囲から除いた理

由） 

カワスミラボラトリーズヨー

ロッパ（ドイツ）は平成14年

３月末もって事業活動を停止

したまま休眠状態が続いてお

りましたが、平成16年３月末

をもって清算手続きに入り、

同社の総資産、売上高、中間

純損益（持分に見合う額）お

よび利益剰余金（持分に見合

う額）等は、いずれも中間連

結財務諸表に重要な影響を及

ぼしていないため連結の範囲

から除外しております。  

（連結の範囲から除いた理

由） 

カワスミラボラトリーズヨー

ロッパ（ドイツ）は平成14年

３月末もって事業活動を停止

したまま休眠状態が続いてお

りましたが、平成16年３月末

をもって清算手続きに入り、

同社の総資産、売上高、当期

純損益（持分に見合う額）お

よび利益剰余金（持分に見合

う額）等は、いずれも連結財

務諸表に重要な影響を及ぼし

ていないため連結の範囲から

除外しております。 

２．持分法の適用に関する事

項 

(1）持分法適用の関連会社 

１社（フレゼニウス川澄株式

会社） 

(1）持分法適用の関連会社 

同左 

(1）持分法適用の関連会社 

同左 

 (2）持分法を適用していない非連

結子会社（カワスミラボラト

リーズヨーロッパ（ドイ

ツ））は、中間純利益および

利益剰余金等に及ぼす影響が

軽微であり、かつ、全体とし

ても重要性がないため、持分

法の適用範囲から除外してお

ります。 

(2）     同左 (2）持分法を適用していない非連

結子会社（カワスミラボラト

リーズヨーロッパ（ドイ

ツ））は、当期純利益および

利益剰余金等に及ぼす影響が

軽微であり、かつ、全体とし

ても重要性がないため、持分

法の適用範囲から除外してお

ります。 

 (3）持分法適用会社のうち、中間

決算日が中間連結決算日と異

なる会社については、当該会

社の中間会計期間に係る中間

財務諸表を使用しておりま

す。 

(3）     同左 (3）持分法適用会社のうち、決算

日が連結決算日と異なる会社

については、当該会社の事業

年度に係る財務諸表を使用し

ております。 

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

３．連結子会社の中間決算日

（決算日）等に関する事

項 

連結子会社のうち海外子会社であ

るカワスミラボラトリーズタイラ

ンド（タイ）およびナムシントレ

ーディング（タイ）の中間決算日

は、６月30日であります。 

中間連結財務諸表の作成に当たっ

ては、ナムシントレーディング

（タイ）は同中間決算日現在の中

間財務諸表を使用しており、カワ

スミラボラトリーズタイランド

（タイ）は中間連結決算日現在で

実施した仮決算に基づく財務諸表

を使用しております。 

同左 連結子会社のうち海外子会社であ

るカワスミラボラトリーズタイラ

ンド（タイ）およびナムシントレ

ーディング（タイ）の決算日は、

12月31日であります。 

連結財務諸表の作成に当たって

は、ナムシントレーディング（タ

イ）は同決算日現在の財務諸表を

使用しており、カワスミラボラト

リーズタイランド（タイ）は連結

決算日現在で実施した仮決算に基

づく財務諸表を使用しておりま

す。 

４．会計処理基準に関する事

項 

   

(1）重要な資産の評価基準

及び評価方法 

① 有価証券 

   

満期保有目的の債 

券 

その他有価証券 

償却原価法（利息法） 

時価のあるもの 

中間連結決算日の市場価格等

に基づく時価法（評価差額は

全部資本直入法により処理

し、売却原価は移動平均法に

より算定） 

同左 

時価のあるもの 

同左 

同左 

時価のあるもの 

連結決算日の市場価格等に基

づく時価法（評価差額は全部

資本直入法により処理し、売

却原価は移動平均法により算

定） 

 時価のないもの 

移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

時価のないもの 

同左 

② デリバティブ  原則として時価法 

  

同左 

  

同左 

  

③ たな卸資産    

商品・製品・仕掛品 主として総平均法に基づく低価法 同左 同左 

原材料 主として移動平均法に基づく原価

法 

同左 

  

同左 

貯蔵品 主として最終仕入原価法 同左 同左 

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

(2）重要な減価償却資産の

減価償却の方法 

   

① 有形固定資産 当社および国内連結子会社は定率

法 

ただし、平成10年４月１日以降に

取得した建物（附属設備を除く）

については、定額法 

海外連結子会社は定額法 

なお、主な耐用年数は以下のとお

りであります。 

建物及び構築物………15～38年 

機械装置及び運搬具…７～12年 

同左 同左 

② 無形固定資産 定額法（主な耐用年数５年） 同左 同左 

(3）重要な引当金の計上基

準 

   

① 貸倒引当金 売掛金等債権の貸倒れによる損失

に備えるため、一般債権について

は貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については個別に

回収可能性を検討し、回収不能見

込額を計上しております。 

同左 同左 

② 退職給付引当金 当社および国内連結子会社は、従

業員の退職給付に備えるため、当

連結会計年度末における退職給付

債務および年金資産の見込額に基

づき、当中間連結会計期間末にお

いて発生していると認められる額

を計上しております。 

なお、数理計算上の差異は、その

発生時における従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数（10

年）による定率法により按分した

額を、それぞれ発生の翌連結会計

年度から処理することとしており

ます。 

同左 当社および国内連結子会社は、従

業員の退職給付に備えるため、当

連結会計年度末における退職給付

債務および年金資産の見込額に基

づき計上しております。 

なお、数理計算上の差異は、その

発生時における従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数（10

年）による定率法により按分した

額を、それぞれ発生の翌連結会計

年度から処理することとしており

ます。 

③ 役員退職慰労引当金 当社は、役員の退職慰労金の支払

に備えるため、内規に基づく中間

連結会計期間末要支給額を計上し

ております。 

 同左 当社は、役員の退職慰労金の支払

に備えるため、内規に基づく期末

要支給額を計上しております。 

  

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

(4）重要な外貨建の資産又

は負債の本邦通貨への

換算基準 

外貨建金銭債権債務は、中間連結

決算日の直物為替相場により円貨

に換算し、換算差額は損益として

処理しております。なお、在外子

会社等の資産および負債は、中間

決算日の直物為替相場により円貨

に換算し、収益および費用は期中

平均相場により円貨に換算し、換

算差額は資本の部における為替換

算調整勘定および少数株主持分に

含めて計上しております。 

同左 外貨建金銭債権債務は、連結決算

日の直物為替相場により円貨に換

算し、換算差額は損益として処理

しております。なお、在外子会社

等の資産および負債は、連結決算

日の直物為替相場により円貨に換

算し、収益および費用は、期中平

均相場により円貨に換算し、換算

差額は資本の部における為替換算

調整勘定および少数株主持分に含

めて計上しております。 

(5）重要なリース取引の処

理方法 

主としてリース物件の所有権が借

主に移転すると認められるもの以

外のファイナンス・リース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に係

る方法に準じた会計処理によって

おります。 

同左 同左 

(6）重要なヘッジ会計の方

法 

ヘッジ会計の方法 

主として繰延ヘッジ会計を採用

しております。 

なお、金利スワップについて特

例処理の条件を満たしている場

合には、特例処理を採用してお

ります。 

ヘッジ会計の方法 

同左 

ヘッジ会計の方法 

同左 

 ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段  ヘッジ対象 

金利スワップ  長期借入金 

  
満期保有目的

の債券 

ヘッジ手段とヘッジ対象 

 同左 

ヘッジ手段とヘッジ対象 

 同左 

 ヘッジ方針 

当社は、取締役会決議に基づき

将来の金利変動によるリスク回

避を目的に行っており、投機的

な取引は行わない方針でありま

す。 

ヘッジ方針 

同左 

ヘッジ方針 

同左 

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

 ヘッジ有効性の評価方法 

ヘッジ手段の想定元本とヘッジ

対象に関する重要な条件が同一

であり、かつ、ヘッジ開始時お

よびその後も継続して、相場変

動を完全に相殺するものと想定

できるため、ヘッジの有効性の

判定を省略しております。 

ヘッジ有効性の評価方法 

金利スワップについては、ヘッ

ジ手段の想定元本とヘッジ対象

に関する重要な条件が同一であ

り、かつ、ヘッジ開始時および

その後も継続して、相場変動を

完全に相殺するものと想定でき

るため、ヘッジの有効性の判定

を省略しております。 

ヘッジ有効性の評価方法 

同左 

(7）その他中間連結財務諸

表（連結財務諸表）作

成のための基本となる

重要な事項 

   

① 消費税等の会計処

理 

税抜方式によっております。 同左 同左 

② 法人税、住民税及

び事業税の計上方

法 

中間連結会計期間に係る納付税額

および法人税等調整額は、親会社

の決算期において予定している利

益処分方式による特別償却準備金

の積立ておよび取崩しを前提とし

て、当中間連結会計期間に係る金

額を計算しております。 

同左 ────── 

５．中間連結キャッシュ・フ

ロー計算書（連結キャッ

シュ・フロー計算書）に

おける資金の範囲 

手許現金、随時引き出し可能な預

金および容易に換金可能であり、

かつ、価値の変動について僅少な

リスクしか負わない取得日から３

ヵ月以内に償還期限の到来する短

期投資からなっております。 

同左 同左 



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更  

追加情報  

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

──────  （固定資産の減損に係る会計基準） 

  当中間会計期間より、固定資産の 

 減損に係る会計基準（「固定資産の 

 減損に係る会計基準の設定に関する 

 意見書」（企業会計審議会 平成14 

 年８月９日））及び「固定資産の減 

 損に係る会計基準の適用指針」（企 

 業会計基準適用指針第６号 平成15 

 年10月31日）を適用しております。 

 これによる損益に与える影響はあり 

 ません。 

────── 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

 ──────  ──────   「地方税法等の一部を改正する法

律」（平成15年法律第９号）が平成15

年３月31日に公布され、平成16年４月

１日以後に開始する事業年度より外形

標準課税制度が導入されたことに伴

い、当連結会計年度から「法人事業税

における外形標準課税部分の損益計算

書上の表示についての実務上の取扱

い」（平成16年２月13日 企業会計基

準委員会 実務対応報告第12号）に従

い法人事業税の付加価値割及び資本割

については、販売費及び一般管理費に

計上しております。 

 この結果、販売費及び一般管理費が

38百万円増加し、営業利益、経常利益

及び税金等調整前純利益はそれぞれ同

額減少しております。 



注記事項 

（中間連結貸借対照表関係） 

（中間連結損益計算書関係） 

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

 
前中間連結会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前連結会計年度末 
（平成17年３月31日） 

※１  有形固定資産の減価償却累計額 

 16,317百万円 

 有形固定資産の減価償却累計額 

 17,194百万円 

 有形固定資産の減価償却累計額 

 16,475百万円 

２ 保証債務 

 フレゼニウス川澄㈱の中空糸増産設備

資金の銀行借入総額1,143百万円に対し

て、343百万円の債務保証を行っており

ます。 

保証債務 

 フレゼニウス川澄㈱の中空糸増産設備

資金の銀行借入総額973百万円に対し

て、291百万円の債務保証を行っており

ます。 

保証債務 

 フレゼニウス川澄㈱の中空糸増産設備

資金の銀行借入総額1,058百万円に対し

て、317百万円の債務保証を行っており

ます。 

３ 受取手形割引高 

輸出手形 48百万円 

受取手形割引高 

輸出手形 130百万円 

受取手形割引高 

輸出手形 45百万円 

 
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

※１ 販売費及び一般管理費の主な内訳 販売費及び一般管理費の主な内訳 販売費及び一般管理費の主な内訳 

 運賃諸掛費 603百万円 

給与手当・賞与 921 

退職給付費用 41 

役員退職慰労引当金

繰入額 
15 

研究開発費 324 

運賃諸掛費 694百万円 

給与手当・賞与 949 

退職給付費用 78 

役員退職慰労引当金

繰入額 
5 

研究開発費 333 

運賃諸掛費 1,224百万円 

給与手当・賞与 2,085 

退職給付費用 132 

役員退職慰労引当金

繰入額 
30 

研究開発費 689 

※２  固定資産売却益の内訳  固定資産売却益の内訳 固定資産売却益の内訳 

 有形固定資産その他 0百万円 

   

機械装置及び運搬具 3百万円 

有形固定資産その他 0  

計 3 

有形固定資産その他 0百万円 

   

※３ 固定資産除売却損の内訳 

固定資産除却損 

固定資産除売却損の内訳 

固定資産除却損 

固定資産除売却損の内訳 

固定資産除却損 

 建物及び構築物 6百万円 

機械装置及び運搬具 2 

有形固定資産その他 10 

計 18 

建物及び構築物 1百万円 

機械装置及び運搬具 1 

有形固定資産その他 2 

無形固定資産 1 

計 7 

建物及び構築物 42百万円 

機械装置及び運搬具 46 

有形固定資産その他 17 

無形固定資産 4 

その他 25 

計 134 

 
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

※１ 現金及び現金同等物の中間期末残高と

中間連結貸借対照表に掲記されている科

目の金額との関係 

現金及び現金同等物の中間期末残高と

中間連結貸借対照表に掲記されている科

目の金額との関係 

現金及び現金同等物の期末残高と連結

貸借対照表に掲記されている科目の金額

との関係 

 （平成16年９月30日現在） （平成17年９月30日現在） (平成17年３月31日現在） 

 現金及び預金勘定 7,754百万円 

預入期間が３ヵ月を超え

る定期預金 
-595 

現金及び現金同等物 7,158 

現金及び預金勘定 9,201百万円

預入期間が３ヵ月を超え

る定期預金 
-914 

現金及び現金同等物 8,286 

現金及び預金勘定 7,932百万円

預入期間が３ヵ月を超え

る定期預金 
-1,082 

現金及び現金同等物 6,849 



（リース取引関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１.リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リース

取引 

１.リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リース

取引 

１.リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リース

取引 

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額および中間期末残高相当額 

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額および中間期末残高相当額 

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額および期末残高相当額 

 

取得価
額相当
額 
(百万円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円) 

中間期
末残高
相当額 
(百万円) 

機械装置及
び運搬具 

104 15 88 

有形固定資
産その他 

78 36 41 

無形固定資
産 

455 166 288 

合計 637 218 418 

 

取得価
額相当
額 
(百万円)

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円)

中間期
末残高
相当額 
(百万円)

機械装置及
び運搬具 

109 31 77 

有形固定資
産その他 

84 51 32 

無形固定資
産 

455 256 198 

合計 649 340 308 

 

取得価
額相当
額 
(百万円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円) 

期末残
高相当
額 
(百万円)

機械装置及
び運搬具 

109 23 85 

有形固定資
産その他 

78 45 32 

無形固定資
産 

455 211 243 

合計 642 280 362 

（注）取得価額相当額は、未経過リース料中

間期末残高が有形固定資産の中間期末

残高等に占める割合が低いため、支払

利子込み法により算定しております。 

（注）       同左 （注）取得価額相当額は、未経過リース料期

末残高が有形固定資産の期末残高等に

占める割合が低いため、支払利子込み

法により算定しております。 

(2) 未経過リース料中間期末残高相当額 (2) 未経過リース料中間期末残高相当額 (2) 未経過リース料期末残高相当額 

１年内 122百万円 

１年超 295 

合計 418 

１年内 123百万円 

１年超 185 

合計 308 

１年内 122百万円 

１年超 239 

合計 362 

（注）未経過リース料中間期末残高相当額

は、未経過リース料中間期末残高が有

形固定資産の中間期末残高等に占める

割合が低いため、支払利子込み法によ

り算定しております。 

（注）       同左 （注）未経過リース料期末残高相当額は、未

経過リース料期末残高が有形固定資産

の期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定してお

ります。 

(3) 支払リース料および減価償却費相当額 (3) 支払リース料および減価償却費相当額 (3) 支払リース料および減価償却費相当額 

支払リース料 61百万円 

減価償却費相当額 61百万円 

支払リース料 61百万円 

減価償却費相当額 61百万円 

支払リース料 123百万円 

減価償却費相当額 123百万円 

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を

零とする定額法によっております。 

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

２.オペレーティング・リース取引 

   未経過リース料 

１年内 22百万円 

１年超 49 

 合計 71 

２.オペレーティング・リース取引 

   未経過リース料 

１年内 23百万円 

１年超 26 

 合計 50 

２.オペレーティング・リース取引 

  未経過リース料 

１年内 22百万円 

１年超 38 

 合計 61 



（有価証券関係） 

 前中間連結会計期間（平成16年９月30日現在） 

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの  

該当事項はありません。  

２．その他有価証券で時価のあるもの 

（注）減損の基準は下記のとおりであります。 

時価が50％以上下落した場合……………合理的な反証がない限り、減損処理。 

時価が40％以上50％未満下落した場合…２期連続該当し、かつ合理的な反証がない限り、減損処理。 

３．時価のない有価証券の主な内容 

 取得原価（百万円） 
中間連結貸借対照表計上
額（百万円） 

差額（百万円） 

(1）株式 396 442 45 

(2）債券 － － － 

(3）その他 50 50 0 

合計 446 492 45 

 中間連結貸借対照表計上額（百万円） 

(1）満期保有目的の債券  

非上場債券 134 

(2）その他有価証券  

非上場株式 207 

その他 － 



 当中間連結会計期間（平成17年９月30日現在） 

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの  

該当事項はありません。  

２．その他有価証券で時価のあるもの 

（注）減損の基準は下記のとおりであります。 

時価が50％以上下落した場合……………合理的な反証がない限り、減損処理。 

時価が40％以上50％未満下落した場合…２期連続該当し、かつ合理的な反証がない限り、減損処理。 

３．時価のない有価証券の主な内容 

前連結会計年度（平成17年３月31日現在） 

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの 

該当事項はありません。 

２．その他有価証券で時価のあるもの 

（注）減損の基準は下記のとおりであります。 

時価が50％以上下落した場合……………合理的な反証がない限り、減損処理。 

時価が40％以上50％未満下落した場合…２期連続該当し、かつ合理的な反証がない限り、減損処理。 

 取得原価（百万円） 
中間連結貸借対照表計上
額（百万円） 

差額（百万円） 

(1）株式 396 690 293 

(2）債券 － － － 

(3）その他 50 50 0 

合計 446 740 293 

 中間連結貸借対照表計上額（百万円） 

(1）満期保有目的の債券  

非上場債券 100 

(2）その他有価証券  

非上場株式 256 

その他 － 

 取得原価（百万円） 
連結貸借対照表計上額 

（百万円） 
差額（百万円） 

(1）株式 396 566 169 

(2）債券 － － － 

(3）その他 50 50 0 

合計 446 616 170 



３．時価のない有価証券の主な内容 

（デリバティブ取引関係） 

前中間連結会計期間（平成16年９月30日現在） 

 デリバティブ取引にはすべてヘッジ会計を適用しているため、該当事項はありません。 

当中間連結会計期間（平成17年９月30日現在） 

 デリバティブ取引にはすべてヘッジ会計を適用しているため、該当事項はありません。 

前連結会計年度（平成17年３月31日現在） 

 デリバティブ取引にはすべてヘッジ会計を適用しているため、該当事項はありません。 

 連結貸借対照表計上額（百万円） 

(1）満期保有目的の債券  

非上場債券 103 

(2）その他有価証券  

非上場株式 206 



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

 前中間連結会計期間、当中間連結会計期間および前連結会計年度において、当社グループは、製品の種類、性

質、製造方法、販売市場等の類似性から判断して、同種・同系列の医薬品および医療用具を製造販売しているた

め事業の種類別セグメント情報は記載を省略しております。 

【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日） 

 （注）１．地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２．本邦以外の区分に属する地域の内訳は次のとおりであります。  

(1）米   州……………米 国  

(2）東南アジア……………タ イ  

当中間連結会計期間（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日） 

 （注）１．地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２．本邦以外の区分に属する地域の内訳は次のとおりであります。  

(1）米   州……………米 国  

(2）東南アジア……………タ イ  

 
日本 

（百万円） 
米州 

（百万円）

東南アジ
ア 
（百万円）

計 
（百万円）

消去又は
全社 
（百万円）

連結 
（百万円） 

売上高       

(1）外部顧客に対する売

上高 
13,733 644 142 14,521 － 14,521 

(2）セグメント間の内部

売上高 
393 － 4,770 5,164 (5,164) － 

計 14,127 644 4,913 19,685 (5,164) 14,521 

営業費用 14,263 619 4,373 19,255 (5,348) 13,907 

営業利益又は営業損

失（－） 
-135 25 539 429 184 613 

 
日本 

（百万円） 
米州 

（百万円）

東南アジ
ア 
（百万円）

計 
（百万円）

消去又は
全社 
（百万円）

連結 
（百万円） 

売上高       

(1）外部顧客に対する売

上高 
13,380 707 164 14,251 － 14,251 

(2）セグメント間の内部

売上高 
331 － 4,620 4,951 (4,951) － 

計 13,711 707 4,784 19,203 (4,951) 14,251 

営業費用 14,079 679 4,574 19,334 (5,140) 14,194 

営業利益又は営業損

失（－） 
-367 27 209 -130 188 57 



前連結会計年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

 （注）１．地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２．本邦以外の区分に属する地域の内訳は次のとおりであります。 

(1）米   州……………米 国 

(2）東南アジア……………タ イ 

【海外売上高】 

前中間連結会計期間（自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日） 

 （注）１．地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２．各区分に属する主な内訳は次のとおりであります。 

(1）米       州……………米国、メキシコ 他 

(2）欧       州……………ドイツ、スペイン 他 

(3）アジア・オセアニア……………タイ、台湾 他 

(4）そ   の   他……………トルコ、サウジアラビア 他 

３．海外売上高は、当社および連結子会社の本邦以外の地域における売上高であります。 

 
日本 

（百万円） 
米州 

（百万円）

東南アジ
ア 
（百万円）

計 
（百万円）

消去又は
全社 
（百万円）

連結 
（百万円） 

売上高       

(1）外部顧客に対する売

上高 
27,058 1,258 292 28,608 － 28,608 

(2）セグメント間の内部

売上高 
721 － 9,337 10,058 (10,058) － 

計 27,779 1,258 9,629 38,667 (10,058) 28,608 

営業費用 28,301 1,196 8,941 38,439 (10,455) 27,983 

営業利益又は営業損

失（－） 
-521 61 688 228 397 625 

 米州 欧州 
アジア・オセ
アニア 

その他 計 

Ⅰ 海外売上高（百万円） 2,474 846 561 111 3,992 

Ⅱ 連結売上高（百万円）     14,521 

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上

高の割合（％） 
17.0 5.8 3.9 0.8 27.5 



当中間連結会計期間（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日） 

 （注）１．地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２．各区分に属する主な内訳は次のとおりであります。 

(1）米       州……………米国、メキシコ 他 

(2）欧       州……………ドイツ、スペイン 他 

(3）アジア・オセアニア……………タイ、台湾 他 

(4）そ   の   他……………トルコ、サウジアラビア 他 

３．海外売上高は、当社および連結子会社の本邦以外の地域における売上高であります。 

前連結会計年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

 （注）１．地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２．各区分に属する主な内訳は次のとおりであります。 

(1）米       州……………米国、メキシコ 他 

(2）欧       州……………ドイツ、スペイン 他 

(3）アジア・オセアニア……………タイ、台湾 他 

(4）そ   の   他……………トルコ、サウジアラビア 他 

３．海外売上高は、当社および連結子会社の本邦以外の地域における売上高であります。 

 米州 欧州 
アジア・オセ
アニア 

その他 計 

Ⅰ 海外売上高（百万円） 2,523 732 668 166 4,091 

Ⅱ 連結売上高（百万円）     14,251 

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上

高の割合（％） 
17.7 5.1 4.7 1.2 28.7 

 米州 欧州 
アジア・オセ
アニア 

その他 計 

Ⅰ 海外売上高（百万円） 4,904 1,496 1,189 242 7,832 

Ⅱ 連結売上高（百万円）     28,608 

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上

高の割合（％） 
17.1 5.2 4.2 0.9 27.4 



（１株当たり情報） 

（注）１株当たり中間（当期）純利益（損失）金額の算定上の基礎は、次のとおりであります。 

（重要な後発事象） 

 該当事項はありません。 

(2）【その他】 

該当事項はありません。 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１株当たり純資産額 1,334.02円 

１株当たり中間純利益 11.96円 

１株当たり純資産額 1,300.49円 

１株当たり中間純損失 12.66円 

１株当たり純資産額 1,313.26円 

１株当たり当期純損失 12.45円 

なお、潜在株式調整後１株当たり中

間純利益については、潜在株式がな

いため記載しておりません。 

なお、潜在株式調整後１株当たり中

間純利益については、中間純損失を

計上しており、また、潜在株式が存

在しないため記載しておりません。 

なお、潜在株式調整後１株当たり当

期純利益については、当期純損失を

計上しており、また、潜在株式が存

在しないため記載しておりません。 

 
前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

(1)中間純利益又は中間（当期）

純損失（－） 
232百万円 -245百万円 -241百万円 

(2)普通株主に帰属しない金額  －百万円  －百万円 －百万円 

（うち利益処分による役員賞

与金） 

（－百万円） （－百万円） （－百万円）

(3)普通株式に係る中間純利益又

は中間（当期）純損失（－） 

232百万円 -245百万円 -241百万円 

(4)期中平均株式数 19,416,475株 19,406,566株 19,414,241株 



２【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

  
前中間会計期間末 

（平成16年９月30日） 
当中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前事業年度末の要約貸借対照表 
（平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ 流動資産           

１．現金及び預金   5,848   6,965   5,950  

２．受取手形   3,059   2,818   2,764  

３．売掛金   5,188   4,939   5,135  

４．たな卸資産   4,982   3,990   4,475  

５．繰延税金資産   237   192   195  

６．その他   463   582   533  

７．貸倒引当金   -0   －   -0  

流動資産合計   19,779 65.7  19,490 64.3  19,053 63.9 

Ⅱ 固定資産           

１.有形固定資産 ※１          

（１）建物  2,301   2,141   2,212   

（２）機械装置  1,906   1,989   2,037   

（３）土地  821   821   821   

（４）その他  535 5,564 (18.5) 1,080 6,032 (19.9) 860 5,930 (19.9)

２.無形固定資産   117 (0.4) 137 (0.4) 112 (0.4)

３.投資その他の資産           

（１）投資有価証券  3,609   3,908   3,732   

（２）繰延税金資産  732   449   668   

（３）その他  469   394   437   

（４）貸倒引当金  -152 4,660 (15.4) -94 4,657 (15.4) -121 4,717 (15.8)

固定資産合計   10,342 34.3  10,826 35.7  10,761 36.1 

資産合計   30,122 100.0  30,317 100.0  29,815 100.0 

           
 



  
前中間会計期間末 

（平成16年９月30日） 
当中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前事業年度末の要約貸借対照表 
（平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（負債の部）           

Ⅰ 流動負債           

１．支払手形   969   1,094   1,037  

２．買掛金   1,394   1,370   1,372  

３．１年以内返済予定
の長期借入金   600   800   600  

４．未払法人税等   58   56   74  

５．設備等支払手形   374   431   520  

６．その他 ※２  1,181   1,143   1,338  

流動負債合計   4,578 15.2  4,896 16.1  4,944 16.6 

Ⅱ 固定負債           

１．長期借入金   1,200   2,400   900  

２．退職給付引当金   1,410   1,357   1,372  

３．役員退職慰労引当
金   497   75   512  

４．長期預り金   417   431   428  

固定負債合計   3,525 11.7  4,264 14.1  3,214 10.8 

負債合計   8,103 26.9  9,161 30.2  8,158 27.4 

           

（資本の部）           

Ⅰ 資本金   5,387 17.9  5,387 17.8  5,387 18.0 

Ⅱ 資本剰余金           

  資本準備金  5,207    5,207  5,207    

資本剰余金合計   5,207 17.3  5,207 17.2  5,207 17.5 

Ⅲ 利益剰余金           

１．利益準備金  368    368  368    

２．任意積立金  10,781    9,802  10,781    

３．中間未処分利益又
は当期未処理損失
（－） 

 276    247  -157    

利益剰余金合計   11,426 37.9  10,418 34.3  10,992 36.9 

Ⅳ その他有価証券評価
差額金   25 0.1  177 0.6  102 0.3 

Ⅴ 自己株式   -27 -0.1  -35 -0.1  -32 -0.1 

資本合計   22,018 73.1  21,155 69.8  21,656 72.6 

負債資本合計   30,122 100.0  30,317 100.0  29,815 100.0 

           



②【中間損益計算書】 

  
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度の要約損益計算書 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高   14,082 100.0  13,666 100.0  27,687 100.0 

Ⅱ 売上原価   11,371 80.7  11,024 80.7  22,463 81.1 

売上総利益   2,710 19.3  2,641 19.3  5,223 18.9 

Ⅲ 販売費及び一般管理
費   2,844 20.2  2,972 21.7  5,727 20.7 

営業損失   133 -0.9  331 -2.4  503 -1.8 

Ⅳ 営業外収益 ※２  365 2.6  282 2.0  826 3.0 

Ⅴ 営業外費用 ※３  24 0.2  71 0.5  71 0.3 

経常利益又は経常 
損失（－）   207 1.5  -120 -0.9  251 0.9 

Ⅵ 特別利益 ※４  9 0.1  16 0.1  289 1.0 

Ⅶ 特別損失  ※5.6  321 2.3  115 0.8  826 2.9 

税引前中間（当
期）純損失   104 -0.7  219 -1.6  285 -1.0 

法人税、住民税及
び事業税  35   36   84   

法人税等調整額  38 74 0.6 172 208 1.5 98 182 0.7 

中間（当期）純損
失   178 -1.3  428 -3.1  467 -1.7 

前期繰越利益   455   675   455  

中間配当額   －   －   145  

中間未処分利益又
は当期未処理損失
（－） 

  276   247   -157  

           



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１．資産の評価基準及び評価

方法 

   

(1）有価証券    

満期保有目的の債券 償却原価法（利息法） 同左 同左 

子会社及び関連会社株

式 

移動平均法による原価法 同左 同左 

その他有価証券 時価のあるもの 

中間決算日の市場価格等に基づ

く時価法（評価差額は全部資本

直入法により処理し、売却原価

は移動平均法により算定） 

時価のあるもの 

同左 

時価のあるもの 

期末日の市場価格等に基づく時

価法（評価差額は全部資本直入

法により処理し、売却原価は移

動平均法により算定） 

 時価のないもの 

移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

時価のないもの 

同左 

(2）デリバティブ    

    原則として時価法 同左 同左 

(3）たな卸資産    

商品・製品・仕掛品 総平均法による低価法 同左 同左 

原材料 移動平均法による原価法 同左 同左 

貯蔵品 最終仕入原価法 同左 同左 

２．固定資産の減価償却の方

法 

   

(1）有形固定資産 定率法 

ただし、平成10年４月１日以降

に取得した建物（附属設備を除

く）については、定額法 

なお、主な耐用年数は以下のと

おりであります。 

建物…………15～38年 

機械装置……７～12年 

同左 同左 

(2）無形固定資産 定額法（主な耐用年数５年） 同左 同左 

 



項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

３．引当金の計上基準    

(1）貸倒引当金 売掛金等債権の貸倒れによる損失

に備えるため、一般債権について

は貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については個別に

回収可能性を検討し、回収不能見

込額を計上しております。 

同左 同左 

(2）退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、

当事業年度末における退職給付債

務および年金資産の見込額に基づ

き、当中間会計期間末において発

生していると認められる額を計上

しております。 

なお、数理計算上の差異は、各事

業年度の発生時における従業員の

平均残存勤務期間以内の一定の年

数（10年）による定率法により按

分した額を、それぞれ発生の翌事

業年度から処理することとしてお

ります。 

同左 従業員の退職給付に備えるため、

当期末における退職給付債務およ

び年金資産の見込額に基づき計上

しております。 

なお、数理計算上の差異は、その

発生時における従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数（10

年）による定率法により按分した

額を、それぞれ発生の翌事業年度

から処理することとしておりま

す。  

(3）役員退職慰労引当金 役員の退職慰労金の支給に備える

ため、内規に基づく中間会計期間

末要支給額を計上しております。 

同左 役員の退職慰労金の支給に備える

ため、内規に基づく期末要支給額

を計上しております。 

  

４．外貨建の資産又は負債の

本邦通貨への換算基準 

外貨建金銭債権債務は、中間決算

日の直物為替相場により円貨に換

算し、換算差額は損益として処理

しております。 

同左 外貨建金銭債権債務は、決算日の

直物為替相場により円貨に換算

し、換算差額は損益として処理し

ております。 

５．リース取引の処理方法 リース物件の所有者が借主に移転

すると認められるもの以外のファ

イナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

同左       同左 

 



項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

６．ヘッジ会計の方法 ヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジ会計を採用しており

ます。なお、金利スワップにつ

いて特例処理の条件を満たして

いる場合には、特例処理を採用

しております。 

ヘッジ会計の方法 

同左 

ヘッジ会計の方法 

同左 

 ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段   ヘッジ対象  

金利スワップ  長期借入金 

  
満期保有目的

の債券 

ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

 ヘッジ方針 

取締役会決議に基づき将来の金

利変動によるリスク回避を目的

に行っており、投機的な取引は

行わない方針であります。 

ヘッジ方針 

同左 

ヘッジ方針 

同左 

 ヘッジ有効性の評価方法 

ヘッジ手段の想定元本とヘッジ

対象に関する重要な条件が同一

であり、かつ、ヘッジ開始時お

よびその後も継続して、相場変

動を完全に相殺するものと想定

できるため、ヘッジの有効性の

判定を省略しております。 

ヘッジ有効性の評価方法 

金利スワップについては、ヘッ

ジ手段の想定元本とヘッジ対象

に関する重要な条件が同一であ

り、かつ、ヘッジ開始時および

その後も継続して、相場変動を

完全に相殺するものと想定でき

るため、ヘッジの有効性の判定

を省略しております。 

ヘッジ有効性の評価方法 

同左 

７．その他中間財務諸表（財

務諸表）作成のための基本

となる重要な事項 

   

(1）消費税等の会計処理 税抜方式によっております。 同左 同左 

(2）法人税、住民税及び事

業税の計上方法 

中間会計期間に係る納付税額およ

び法人税等調整額は、決算期にお

いて予定している利益処分方式に

よる特別償却準備金の積立ておよ

び取崩しを前提として、当中間会

計期間に係る金額を計算しており

ます。 

同左 ────── 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更  

追加情報  

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

 ────── （固定資産の減損に係る会計基準）  

  当中間会計期間より、固定資産の 

 減損に係る会計基準（「固定資産の 

 減損に係る会計基準の設定に関する 

 意見書」（企業会計審議会 平成14 

 年８月９日））及び「固定資産の減 

 損に係る会計基準の適用指針」（企 

 業会計基準適用指針第６号 平成15 

 年10月31日）を適用しております。 

 これによる損益に与える影響はあり 

 ません。 

  

 ────── 

   

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

────── ──────  「地方税法等の一部を改正する法

律」（平成15年法律第９号）が平成15

年３月31日に公布され、平成16年４月

１日以後に開始する事業年度より外形

標準課税制度が導入されたことに伴

い、当事業年度から「法人事業税にお

ける外形標準課税部分の損益計算書上

の表示についての実務上の取扱い」

（平成16年２月13日 企業会計基準委

員会 実務対応報告第12号）に従い法

人事業税の付加価値割及び資本割につ

いては、販売費及び一般管理費に計上

しております。 

 この結果、販売費及び一般管理費が

38百万円増加し、経常利益は同額減少

し、営業損失および税引前当期純損失

はそれぞれ同額増加しております。  



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

 
前中間会計期間末 

（平成16年９月30日） 
当中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前事業年度末 
（平成17年３月31日） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 有形固定資産の減価償却累計額 有形固定資産の減価償却累計額 

 10,354百万円 10,495百万円 10,162百万円 

※２ 消費税等の取扱い 

「仮払消費税等」および「仮受消費税等」

を相殺のうえ、流動負債の「その他」に含

めて表示しております。 

同左 ────── 

 ３ 保証債務 

 フレゼニウス川澄㈱の中空糸増産設備

資金の銀行借入総額1,143 百万円に対

して343百万円の債務保証を行っており

ます。 

保証債務 

 フレゼニウス川澄㈱の中空糸増産設備

資金の銀行借入総額 973百万円に対し

て291百万円の債務保証を行っておりま

す。 

保証債務 

 フレゼニウス川澄㈱の中空糸増産設備

資金の銀行借入総額1,058百万円に対し

て、317百万円の債務保証を行っており

ます。 

       

４ 受取手形割引高 

輸出手形        48百万円 

受取手形割引高 

輸出手形       130百万円 

受取手形割引高 

輸出手形        45百万円 



（中間損益計算書関係） 

 
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

 １ 減価償却実施額 減価償却実施額 減価償却実施額 

 有形固定資産 364百万円 

無形固定資産 3 

有形固定資産 388百万円 

無形固定資産 3 

有形固定資産 796百万円 

無形固定資産 7 

※２ 営業外収益の主要項目 営業外収益の主要項目 営業外収益の主要項目 

 受取利息 3百万円 

受取配当金 19 

受取経営指導料 143 

為替差益 121 

受取利息 3百万円 

受取配当金 25 

受取経営指導料 110 

為替差益 91 

受取利息 8百万円 

受取配当金 255 

受取経営指導料 283 

為替差益 62 

※３ 営業外費用の主要項目 営業外費用の主要項目 営業外費用の主要項目 

 支払利息 15百万円 

    

支払利息 13百万円 

    

支払利息 27百万円 

    

※４ 特別利益の主要項目 特別利益の主要項目 特別利益の主要項目 

 貸倒引当金戻入益 9百万円 貸倒引当金戻入益 15百万円 台風関連保険金収入 276百万円 

貸倒引当金戻入益 13百万円 

※５ 特別損失の主要項目 

固定資産除却損 18百万円 

早期退職関連費用 157 

クレーム処理関連損失 145 

特別損失の主要項目 

固定資産除売却損 6百万円 

役員退職慰労金 108 

特別損失の主要項目 

固定資産除売却損 134百万円 

台風関連損失 289 

クレーム処理関連損失 242 

早期退職関連費用 158 

※６ 

  

（固定資産除却損の内訳） 

建物 6百万円 

機械装置 2 

その他 10 

 計 18 

（固定資産除却損の内訳） 

建物 1百万円 

機械装置 1 

有形固定資産その他 1 

無形固定資産 1 

 計 6 

（固定資産除却損の内訳） 

建物 41百万円 

機械装置 45 

有形固定資産その他 16 

無形固定資産 4 

その他 25 

 計 134 



（リース取引関係） 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引 

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額および中間期末残高相当額 

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引 

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額および中間期末残高相当額 

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引 

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額および期末残高相当額 

 

取得価
額相当
額 
(百万円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円) 

中間期
末残高
相当額 
(百万円) 

機械装置 100 13 86 

有形固定資
産その他 

81 38 43 

無形固定資
産 

455 166 288 

合計 637 218 418 

 

取得価
額相当
額 
(百万円)

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円)

中間期
末残高
相当額 
(百万円)

機械装置 105 29 76 

有形固定資
産その他 

88 54 33 

無形固定資
産 

455 256 198 

合計 649 340 308 

 

取得価
額相当
額 
(百万円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円) 

期末残
高相当
額 
(百万円)

機械装置 105 21 84 

有形固定資
産その他 

81 47 34 

無形固定資
産 

455 211 243 

合計 642 280 362 

（注） 取得価額相当額は、未経過リース料

中間期末残高相当額が、有形固定資

産の中間期末残高等に占める割合が

低いため、支払利子込み法により算

定しております。 

（注）      同左 （注） 取得価額相当額は、未経過リース料

期末残高が有形固定資産の期末残高

等に占める割合が低いため、支払利

子込み法により算定しております。 

(2) 未経過リース料中間期末残高相当額 (2) 未経過リース料中間期末残高相当額 (2) 未経過リース料期末残高相当額 

１年内 122百万円 

１年超 295 

合計 418 

１年内 123百万円 

１年超 185 

合計 308 

１年内 122百万円 

１年超 239 

合計 362 

（注） 未経過リース料中間期末相当額は、

未経過リース料中間期末残高が有形

固定資産の中間期末残高等に占める

割合が低いため、支払利子込み法に

より算定しております。 

（注）      同左 （注） 未経過リース料期末残高相当額は、

未経過リース料期末残高が有形固定

資産の期末残高等に占める割合が低

いため、支払利子込み法により算定

しております。 

(3) 当中間期の支払リース料および減価償却

費相当額 

(3) 当中間期の支払リース料および減価償却

費相当額 

(3) 当期の支払リース料および減価償却費相

当額 

支払リース料 61百万円 

減価償却費相当額 61百万円 

支払リース料 61百万円 

減価償却費相当額 61百万円 

支払リース料 123百万円 

減価償却費相当額 123百万円 

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を

零とする定額法によっております。 

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

同左 



（有価証券関係） 

 前中間会計期間、当中間会計期間および前事業年度における子会社株式および関連会社株式で時価のあるものは

ありません。 

（１株当たり情報） 

（注）１株当たり中間（当期）純損失金額の算定上の基礎は、次のとおりであります。 

（重要な後発事象） 

 該当事項はありません。 

 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１株当たり純資産額 1,134.17円 

１株当たり中間純損失 9.19円 

１株当たり純資産額 1,090.26円 

１株当たり中間純損失 22.05円 

１株当たり純資産額 1,115.85円 

１株当たり当期純損失 24.09円 

なお、潜在株式調整後１株当たり中

間純利益については、中間純損失を

計上しているため記載しておりませ

ん。 

なお、潜在株式調整後１株当たり中

間純利益については中間純損失を計

上しており、また、潜在株式が存在

しないため記載しておりません。 

なお、潜在株式調整後１株当たり当

期純利益については当期純損失を計

上しており、また、潜在株式が存在

しないため記載しておりません。 

 
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日）

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日）

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日）

(1）中間（当期）純損失 178百万円 428百万円 467百万円 

(2）普通株主に帰属しない金額 －百万円 －百万円 －百万円 

（うち利益処分による役員賞

与金） 

（－百万円） （－百万円） （－百万円）

(3）普通株式に係る中間（当期）

純損失 

178百万円 428百万円 467百万円 

(4）期中平均株式数 19,416,475株 19,406,566株 19,414,241株 



(2）【その他】 

 該当事項はありません。 



第６【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度（第48期）（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日）平成17年６月24日関東財務局長に提出 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独立監査人の中間監査報告書 

  平成16年12月20日  

川澄化学工業株式会社    

 取締役会 御中  

 監査法人トーマツ  

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 石橋 和男  印 

 
指定社員  

業務執行社員
 公認会計士 北方 宏樹  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている川澄化

学工業株式会社の平成16年４月１日から平成17年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成16年４月１日か

ら平成16年９月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結剰

余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営

者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連

結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて

追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準

に準拠して、川澄化学工業株式会社及び連結子会社の平成16年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間

連結会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な

情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出

会社）が別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

  平成17年12月20日  

川澄化学工業株式会社    

 取締役会 御中  

 監査法人トーマツ  

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 近藤 安正  印 

 
指定社員  

業務執行社員
 公認会計士 北方 宏樹  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている川澄化

学工業株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成17年４月１日か

ら平成17年９月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結剰

余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営

者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連

結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて

追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準

に準拠して、川澄化学工業株式会社及び連結子会社の平成17年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間

連結会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な

情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出

会社）が別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

  平成16年12月20日  

川澄化学工業株式会社    

 取締役会 御中  

 監査法人トーマツ  

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 石橋 和男  印 

 
指定社員  

業務執行社員
 公認会計士 北方 宏樹  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている川澄化

学工業株式会社の平成16年４月１日から平成17年３月31日までの第48期事業年度の中間会計期間（平成16年４月１日から

平成16年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行っ

た。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明

することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、川澄化学工業株式会社の平成16年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成16年４月１

日から平成16年９月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出

会社）が別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

  平成17年12月20日  

川澄化学工業株式会社    

 取締役会 御中  

 監査法人トーマツ  

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 近藤 安正  印 

 
指定社員  

業務執行社員
 公認会計士 北方 宏樹  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている川澄化

学工業株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第49期事業年度の中間会計期間（平成17年４月１日から

平成17年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行っ

た。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明

することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、川澄化学工業株式会社の平成17年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成17年４月１

日から平成17年９月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出

会社）が別途保管しております。 
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